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平成２２年度第２回三浦市都市計画審議会議事録 

 

 

１ 日 時  平成２２年１１月１７日（水） １４時００分～１６時３０分 

 

２ 場 所  潮風スポーツ公園    ２階会議室 A、B 

 

３ 議 案 

 ⑴ 議案１ 三浦市都市計画審議会運営要領の制定について 

⑵ 議案２ 三浦都市計画生産緑地地区の変更について 

  

４ 報告事項 

⑴  報告事項１ 小網代の森の都市計画手続について 

⑵  報告事項２ 高度地区の指定について 

 

５ 出席者 

⑴  委 員  土田委員、草間委員、小林委員、四宮委員、柳沢委員、星野  

            委員、鈴木祥一委員、結城委員、川﨑委員、吉田委員、鈴木 

            明委員 （計１１人出席、内１人遅参） 

（鈴木伸治委員、中村委員、 ２人欠席） 

⑵  市 長 

⑶  事務局  加藤都市部長、大澤計画整備課長、藤原総合都市計画担当課 

           長、大滝主査、藁谷主任、坪井主事補 

⑷  傍聴人   ７人 

 

６ 議案等関係資料 

⑴  議案１「三浦市都市計画審議会運営要領の制定について」関係資料 

{三浦市都市計画審議会運営要領（修正案）、三浦市都市計画審議

会運営要領（原案）、原案修正案対照表} 

⑵  議案２「三浦都市計画生産緑地地区の変更について」関係資料 

         （計画書、新旧対照表、理由書、経緯書、総括図、計画図等） 

⑶   報告事項１ 「小網代の森の都市計画手続について」関係資料 

⑷  報告事項２ 「高度地区の指定について」関係資料 
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７ 議 事 

・ 定刻に至り、事務局（加藤都市部長）より、本日の資料に係る説明後、

開会を宣言し、委員のうち、三崎警察署長が妙摩委員から結城委員へ交替

した旨、紹介をした。 

・ 出席者が過半数（１３人中１０人出席）に達し、本審議会条例第６条第

２項の規定により、本審議会が成立していることを報告した。 

・ 柳沢会長が議長となり、議事録の署名委員として、小林委員と星野委員

を指名する旨の報告があった。 

・ 市長から会長へ諮問書を渡し、事務局から各委員へ諮問書(写し)を配布

した。 

 

－議案－ 

 議案１ 三浦市都市計画審議会運営要領の制定について 

・ 資料に基づき、事務局よりスクリーンを利用し、次の説明を行った。  

 

① 議案の概要について 

  ・ 本件は、前審議会である平成２２年度第１回都市計画審議会の議案と 

して審議され、その際の指摘事項についての修正案を、本審議会で審議 

していただくものである。 

  ・ 修正案について、承認いただけた場合には、直ちに運営要領を運用し、 

傍聴人に入場していただく。 

  ② 原案修正案対照表の第４条について 

・ 手元に配布した原案修正案対照表について、スクリーンを使い、各条 

項に分け、前審議会で指摘のあった第４条の「傍聴人の決定」より順に 

説明する。 

  ・ 第１項は、傍聴希望者の会場到着時刻の定めになるが、前審議会での 

指摘のとおり、「原則として」を、追記した。 

・ 第２項の傍聴人の人数の上限についても、指摘のとおり、「原則として」 

を追記した。また、文を接続する言葉として、「ただし」を用いていたが、 

法制担当課の判断より、前文のただし書きではないため、「この場合にお 

いて」と修正した。 

・ 第４項に定めていた傍聴券の返却については、不要である旨の指摘の 

とおり削除し、これに伴い、持ち帰られた傍聴券の翌審議会以降での使用

を防止するため、傍聴券に開催の年度及び回を追記した。 

③ 原案修正案対照表の第５条について 

・ 第５条の「傍聴席に入ることのできない者」では、第１号に記していた 

「銃器その他」という具体について、指摘のとおり、削除し、「危険なも 
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のを持っている者」とした。 

・ 次に、第３号にあった、「異様な服装をしている者」についても、表現

の自由に差し障ると指摘をいただいたので、削除とした。これにより、修

正案では、以下各号は、繰り上げての表現としている。 

・ 第５号では、「楽器」ではなく、「音声を発する器具・装置」にしてはど

うかとの指摘のとおり、修正した。 

・ 第６号は、本条の趣旨に当たるが、これに該当し、その他各号で定めの

ない行為については、会長の職位をもっての処分が下されればよいとの指

摘から、本号も削除した。 

④ 原案修正案対照表の第６条について 

・ 第６条の「傍聴人の守るべき事項」では、第４号にあった、会長の許可

を得た場合を除き、帽子、外とう、襟巻の類の着用を禁止する定めについ

て、服装の自由、あるいは寒いとき、病気のときに会長の許可を得るのか、

という指摘があったので、削除した。本条でも、修正案では、以下各号は、

繰り上げての表現とした。 

⑤ 原案修正案対照表の第７条について 

・ 第７条の「写真、映画等の撮影及び録音等の禁止」は、会議を適正に 

把握する権利は認められるべきだという指摘の一方で、撮影及び録音さ 

れたものが、歪曲した形で使用される懸念は拭いきれないとの指摘もい 

ただいたので、原則禁止のまま「ただし、会長の許可を得た場合は、こ 

の限りではない。」と追記した。 

⑥ 原案修正案対照表の第８条について 

・ 第８条の「傍聴人の退場」では、市議会において、同様の定めを設け 

ているが、過去に退場を命じられた者が再入場してきたことがあるため、 

指摘のとおり、前文に続けて、「また、一旦退場させられた者は、再入場 

することは出来ない。」と追記した。 

⑦ 原案修正案対照表の修正案の第９条について 

・ 修正前には、定めていなかった、修正後の第９条の「傍聴人への資料 

提供」は、傍聴人へは、委員同様の資料を配布すべきであり、併せて、 

非公開情報が含まれる時には、該当情報のみにマスキングをかけるべき 

である、との指摘のとおりの定めを作成した。 

⑧ 原案修正案対照表の修正案の第１０条、第１１条について 

・ 新たに第９条を設けたので、修正前の第９条「議事録の公開」及び第 

１０条「会長への委任」については、それぞれを、第１０条、第１１条 

へ繰り下げた。 

⑨ 議事録について 

・ 修正前の第９条、修正後の第１０条の「議事録の公開」については、 

前審議会において、文面を変更する必要はないが、発言者の氏名を公開 
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すべきであるとのことだったので、前審議会の議事録では、皆様に確認 

していただいたとおり、発言者の氏名を公開している。 

⑩ 原案修正案対照表の附則について 

・ 施行日についても審議事項になるが、承認直後の運用開始を予定して 

いるため、本日、平成２２年１１月１７日と記載した。 

  

 ・ 事務局からの説明後、下記のような審議がなされた。 

 

【議長】 

前回活発な議論がされ、概ねの内容が反映されているようだがいかがだろう 

か。 

 

【星野委員】 

いくつかあるのだが、まずは第４条について、「原則として審議会当日の開会

時刻３０分前から１０分前までに会場に到着していなければならない。」とある

が、本日のように定刻の前に始っているときにも、「開会時刻」は定刻となるの

か。 

 

【事務局】 

その通りである。 

 

【星野委員】 

続いて、第８条の「また、一旦退場させられた者は、再入場することは出来な

い。」について、他市では、再入場を認めている例がある。藤沢市では、健康上

や病気等による理由で退場した場合に再入場を認めているので、本市でも救済

する余地を残すべきである。具体的には、「原則として」を追記していただきた

い。 

次が最後になるが、第９条の後半の２行ついて、『当該資料に非公開情報に該

当すると思われる情報が含まれるときには、傍聴人に配布する資料を「別に」

作成するものとする。』と記すと、問題が発生する懸念があるように思える。 

「別に」作成するのではなく、傍聴人に配布する資料は、「非公開情報を削除」

した資料であればよいので、その点を明確にした文章にしていただきたい。 

 

【議長】 

それでは、順に進めていきたい。 

１番目は、事務局から回答があったためよいとする。 

２番目の第８条では、「原則として」を入れるかどうかについて、意見はある
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だろうか。 

 

【土田委員】 

第８条については、「会長は違反に係る行為を制止し、命令に従わないときは、

退場させることができる。」とあり、「また、」と続いているので、星野委員が例

に挙げられた行為は、該当しないのではないか。 

 

【議長】 

体調不良等で自ら場外へ出た者については、「退場させられた」には該当しな

いと判断できるが、どうだろうか。 

 

【星野委員】 

その解釈であれば、よろしいと考える。 

 

【議長】 

次に、第９条になるが、「別に」作成するのではなくて、具体的には、最後の

行を「傍聴人に配布する資料は、非公開情報を削除した資料を作成するものと

する。」でどうだろうか。 

 

【星野委員】 

 議長の提案でも構わないだろうが、「傍聴人には、非公開情報を削除した資料

を配布するものとする。」が望ましい。 

 

【議長】 

そのような文面でよろしいだろうか。 

 

【一同】 

異議なし。 

 

【議長】 

では、その他に何かあるだろうか。 

 

【草間委員】 

 この「三浦市都市計画審議会運営要領」の運用期間、内容について確認した 

のだが、新たに委員編成された場合にもこの内容で適用されるのか。また、新 

メンバーで編成されるときには、新たな要領へ改正されるのか。 
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【事務局】 

メンバーが換わっても、委員の方々から、もしくは事務局から改正の提案が

なければ、この要領は適用されるものである。 

 

【草間委員】 

では、委員が換わり、運営要領についての改正の提案があれば、新たな要領

を運用していくのか。 

 

【事務局】 

提案があり、議案として審議された後に議決されれば、新しい要領になるも

のと考えている。 

 

【草間委員】 

では、第７条について、原則禁止ながら、会長の許可を得られれば撮影及び

録音出来るわけだが、歪曲した形での使用を防ぐにはどうしたらよいのか。 

 

【議長】 

どのような方法、あるいはどのような条件を付けて許可とするのかというこ

とか。 

 

【草間委員】 

その通りである。現在は、そういった趣旨で方法や条件は付けるのだろうが、

会長が換わり、考え方が変わった場合のことをどう考えているのか。 

 

【議長】 

会長が許可をする、許可をしないとする尺度については、少し悩ましいもの

がある。今日は傍聴希望者が待機していることもあるので、第７条の具体的な

考え方については、次回、事務局からメモとして提案していただきたい。 

それでは、議案１については、第９条に先程申し上げた通りの修正加えると

いうことで、可決とするがよろしいだろうか。 

 

【一同】 

異議なし。 

 

・議案１の可決に伴い、事務局から傍聴希望者７名へ入場券及び会議資料が配布

され、傍聴者７名は傍聴席に着いた。 
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【議長】 

 傍聴者の方々に申し上げるが、配布資料の中にある「三浦市都市計画審議会

運営要領」の第６条及び第７条に傍聴人の守るべき事項、禁止事項の記載があ

るので、よく読んでいただき、傍聴していただきたい。 

   

議案２ 三浦都市計画生産緑地地区の変更について 

・ 資料に基づき、事務局よりスクリーンを利用し、次の説明を行った。  

 

  ①生産緑地法について 

・ 生産緑地法第３条第１項「生産緑地地区に関する都市計画」では、「市 

街化区域内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する、一団のものの 

区域については、都市計画に生産緑地地区を定めることができる。」とさ 

れている。 

・ １号では、「都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相当の効用があ 

り、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適しているもので 

あること。」 

・ ２号では、「５００㎡以上の規模の区域であること。」 

・ ３号では、「農林漁業等の継続が可能な条件を備えていると認められる 

ものであること。」 

・ また、第７条第１項では、「生産緑地については、農地等として管理し 

なければならない。」とされている。 

  ②計画書について 

・ 本審議会で諮る、生産緑地地区の変更内容について、計画書より、議 

案に沿って説明した。 

・ 現在、市全体で生産緑地地区として、決定されている全体面積の合計 

面積を、「約２１．６ha」に変更する。 

・ 今回、都市計画変更するものは、１箇所である。 

・ 変更内容は、初声町和田字出口地内において、箇所番号２１の区域を 

廃止するものである。 

  ③理由書について 

  ・ 箇所番号２１の区域については、当該生産緑地地区の主たる従事者が 

死亡し、農地所有者からの買取申出に対し、買取は行われず、行為の制 

限が解除されたため廃止するものである。 

④新旧対照表について 

  ・ 全体の面積は、「旧」の「約２１．８ha」から、「約０．２ha」の減少 

となり、「新」の「約２１．６ha」に変更となる。 

・ また、全体の箇所数は、「旧」の「１３５箇所」から、「１箇所」の減 
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少となり、「新」の「１３４箇所」に変更となる。 

  ⑤ 位置図、総括図について 

  ・ 箇所番号２１の位置は、三浦市の北西部の、画面で示す「赤丸」の区 

域となる。  

 ・ 画面北側の青線が横須賀市との市境を示し、当該地は、国道１３４号 

の西側に位置している。 

⑥ 計画図について 

・ スクリーンの黄色の区域が、今回、廃止する案件の位置となり、黒線 

で囲まれ、番号の振られた区域がその他の生産緑地地区を示している。 

・ 赤色の矢印は、次の画面の現地写真の撮影位置と向きを示している。 

  ⑦ 現況写真について 

  ・ 当該地北側から、区域全景を写しており、本年８月の撮影時には、既

に耕作を行っていなかった。 

  ⑧ 生産緑地地区内農地等一覧表について 

・ 「都市計画決定面積」は、廃止となるため、２，１１８㎡から、０㎡ 

へ変更となる。 

・ 「所在地」は、初声町和田字出口３０６４番１及び３０６４番２とな 

る。 

・ 「登記簿地目」は、畑（はた）となる。 

⑨ 公図写しについて 

・ 「所在地」である初声町和田字出口３０６４番１及び、３０６４番２ 

の黄色の区域が、廃止箇所となる。 

  ⑩ 都市計画変更に係る経緯について 

・ 平成４年１１月に、生産緑地地区として都市計画決定をした。 

・ 平成２１年８月に、生産緑地地区の主たる従事者が死亡した。 

・ 平成２２年５月に、相続した農地所有者から市へ、生産緑地地区の買 

取申出が行われた。 

・ 平成２２年６月に、市から公共施設等で買い取らないことの通知を行 

った。 

・ 平成２２年８月に、市から生産緑地地区内における行為制限を解除す 

る旨の通知により、生産緑地地区の行為制限が、解除されたため、都市 

計画変更を行うこととなった。 

  ⑪ 法定縦覧について 

 ・ 平成２２年１０月２６日から１１月９日まで縦覧したところ、意見書 

の提出はなかった。 
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・ 事務局からの説明後、下記のような審議がなされた。 

 

【小林委員】 

 生産緑地法の一般的な話になるが、所有者からの買取りの申出が出るという

ことは、生産緑地法の１５条の１項に基づく申出が出されたと考えてよろしい

だろうか。 

 

【事務局】 

本件の生産緑地地区の買取り申出は、生産緑地法の第１０条の買取り申出に基

づくものである。 

 

【小林委員】 

では、所有者からの買取り申出に対して、市として買取る、買取らない、の基

準は設けているのか。 

 

【事務局】 

買取り申出があった場合には、市が先行的に買取らなければならない定めにな

っているが、三浦市では、特段基準を設けていない。公共的に活用可能である、

もしくは、緑地として機能効果が高い土地については買取りをする予定になっ

ているが、現実的には市の財政の状況も加味すると、なかなか買取ることが出

来ていない。 

 

【小林委員】 

都市計画の所管課が窓口となって買取りの申出を受けているのだと思うが、例

えば、庁内の公園担当であれば土木課に、また、その他の担当課に対し意見照

会はしているのか。 

 

【事務局】 

先程も申し上げた通り、買取り申出があれば、市が先行的に買取り出来ること

となっているため、関係する部署に対しては必ず公共用地の買取り希望がある

か確認している。本件の当該地については、庁内各担当課に意見照会したとこ

ろ、買取り希望の旨の意見は出なかった。 

 

【四宮委員】 

市が買取ることが一番よいのだが、農業委員会への斡旋基準に則った手続はし

ているのか。 
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【事務局】 

買取りの申出を受け、市で買取らないことが明確になれば、農業委員会への斡

旋協力を依頼し、その後農業委員会より、他の農業従事者からの希望がなかっ

た旨の通知をいただいている。 

 

【星野委員】 

本件の内容についてではなく、事務局の説明に対する要望がある。スクリーン

に合わせて、手元の資料の該当ページの説明があったことに感心したのだが、

ページが打っていない図面があった。さらに、スクリーンと手元の資料とが、

必ずしも整合していなかった。以上について、是正していただきたいというの

が要望である。 

 

【議長】 

私からも要望がある。生産緑地というのは、自治体によって位置づけ、方針の

違いがあるものである。農地として農家の方が所有して維持していくことを、

むしろ都市の中のオープンスペースという位置づけで積極的に受け止め、なる

べく減らさない努力をしようとする自治体もあれば、税収も小さいことから、

あまり積極的には受け止めず、ごく限定的に運用していく構えの自治体もある。 

自治体ごとに運用の違いがあり、運用の幅もあると考えている。本日は、時間

もないので、次の機会には、生産緑地の制度について、市としてどのような考

え方なのかを示していただきたい。 

 平成４年に今の姿でスタートした制度で、３０年で期限が切れることになっ

ている。そのときには、法改正もあるだろうが、直前になってバタバタと考え

るのではなく、その前に市としての考え方をまとめるべきである。 

 このほかに何か意見はあるだろうか。 

 

【一同】 

特になし。 

 

【議長】 

特にないようなので、原案通り承認したいがよろしいだろうか。 

 

【一同】 

異議なし。 
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報告事項１ 小網代の森の都市計画手続について 

・ 資料に基づき、事務局よりスクリーンを利用し、次の説明を行った。 

 

① 経緯について 

・ 小網代の森の都市計画手続は、前回の審議会において概要や経緯などを 

報告した。 

・ １０月２８日に「小網代の森に係る都市計画の説明会」を開催したので、 

説明会で行った内容と経過を報告する。 

  ② 近郊緑地について（概要） 

・ 小網代の森は、平成１７年に「近郊緑地保全区域」の指定を受けたのち、 

特に枢要な区域の自然環境の保全を確実にする用地取得などが完了した 

ことから、「近郊緑地特別保全地区」の指定を行うものである。 

  ③ 近郊緑地について（計画図、決定内容） 

・ 現在指定されている、「近郊緑地保全区域」のうち、保全を強化する赤 

の区域を、「近郊緑地特別保全地区」に指定する。 

・ 「近郊緑地特別保全地区」に指定する面積は、「６５．１ha」である。 

④ 区域区分について（概要） 

・ 「近郊緑地特別保全地区」の指定により、緑地保全がされる区域は、 

建築物の建築などの行為に対して制限がされ、市街化としての見込みが 

なくなることから、「市街化区域」から「市街化調整区域」へ編入する。 

⑤ 区域区分について（計画図、決定内容） 

・ 「近郊緑地特別保全地区」の指定に伴い、「区域区分」を変更するため、 

「市街化区域」から「市街化調整区域」へ編入する。 

  ・ 面積の増減の内訳では、「市街化調整区域」への編入面積は、「６４． 

７ha」となる。 

・ 全体の「市街化区域」の面積は、「７９４ha」から減少し、「７２９ha」 

となり、「市街化調整区域」の面積は、「２，３５０ha」から増加し、「２， 

４１５ha」となる。 

⑥ 用途地域について（概要） 

・ 「市街化調整区域」への編入により、変更する区域は、原則として、「用 

途地域」を設定しないことから、「用途地域」を廃止する。 

・ 廃止に伴い、この区域に接して残る用途地域を変更する。 

⑦ 用途地域について（計画図） 

・ 区域内の「第一種低層住居専用地域」と「第二種住居地域」を廃止す 

る。 

・ 「第一種低層住居専用地域」が指定されている区域を「第二種住居地 

域」へ変更する。 
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⑧ 都市計画手続について 

・ 現在は、「都市計画説明会」まで行っている。 

・ 今後は、市から県に、「都市計画の素案」の申出を行い、「素案の閲 

覧」を行い、公述の申出があれば、「公聴会」を開催する。 

・ 次に、「都市計画案を決定」し、「法定縦覧」が行われ、意見書が提 

出されれば、その意見の回答を添えて、「都市計画審議会」へ付議し答 

申を受ける。 

・ その後、「国の法定協議」を行い、最後に「都市計画の告示」を行う。 

⑨ 都市計画説明会について 

・ 平成２２年１０月２８日の１９時から都市計画説明会を開催した。 

・ 会場は、初声市民センターで、出席者は、市内、市外からの合計６名 

だった。 

・ 説明会の意見等の概要は、案に対する意見や要望については、特にな 

かった。 

⑩ 今後の予定ついて 

・ 本件の今後の手続きについては、「都市計画素案」の申出を県へ行い、 

「素案の閲覧」に向けた手続きを進めていく。 

 

 

 ・ 事務局からの説明後、次の質疑応答があった。 

 

【小林委員】 

８ページの都市計画手続について、都市計画の告示、都市計画の決定・変更

が、平成２３年度に予定しているとあるが、県より平成２３年度のいつ頃にな

ると聞いているか。 

 

【事務局】 

４月に選挙があるので、４月、５月に都市計画審議会を開催することはないと

は聞いている。県の手続なのではっきりしたことは申し上げられないが、夏以

降ではあっても、平成２３年度の終盤になるとは考えていない。 

 

【小林委員】 

小網代の森については、昭和６３年にゴルフ場の建設計画が持ち上がり、様々

な議論を繰り返し、森の保全活動も興り、２０年以上経ってようやく法的に保

全されることになった。私は、保全活動に係わってきたので、やっとかという

思いがある。県の決定ではあるが、きちんと計画決定されるように、市として
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も出来る限りのサポートを続けていただきたい。 

 

【議長】 

他にあるだろうか。 

 

【川﨑委員】 

この区域が、市街化区域から市街化調整区域になるのは、これまでの経緯によ

り納得しているが、問題なのは、それによって三浦市内の市街化区域がそれだ

け減るということである。市街化調整区域に編入される区域について、これま

では、市街化区域であることでの人口計画を基として、様々な計画が立案され、

実行されてきた。一番大きいのは、水利権等を含む水道計画への投資である。

市街化調整区域になり、人口の増加を見込めなくなる中でも、これまでの投資

を取り戻す必要があると考えているのだが、それについての市の考え方を伺い

たい。 

 

【事務局】 

市街化区域の拡大については、５年ごとに行う都市計画基礎調査を基に未利

用地や低利用地を精査し、併せて、概ね１０年先の将来人口推計を出している。

実態として、三浦市の将来人口推計は下降傾向にあり、未利用地や低利用地が

ないかというと、初声地区、南下浦地区にあるわけである。そうした実態を踏

まえると、市街化区域を拡大するのは難しい。これは、都市計画の制度に則っ

た考え方であり、いたずらな市街化区域の拡大を防ぐための基準である。未利

用地や低利用地に人口を張り付けた上で、それでも市街化区域が足りない場合

に市街化区域を拡大させるのが、目指すべき都市計画である。 

 また、小網代の森は、森林地帯の傾斜地山林ということで、将来人口推計上、

人口が張り付かない区域としているため、何千人、何万人の規模での人口の増

加は見込んでいなかった。 

 

【川﨑委員】 

今の説明だと、かつての線引きは何だったのかとなる。建築する必要がない区

域を市街化区域にしたのかと考えてしまう。現在の実状では、市街化区域を拡

大しても人口増加に対して有効ではないというのが市の見解ならば、それを示

していただければよい。地元の者としては、減ってしまった分を取り戻してほ

しい気持ちもある。都市計画マスタープランを作成する過程では、三浦市の核

と位置付けている三崎高校跡地周辺までの土地についても市街化区域に編入で

きる区域はないかという議論もしたものだが、市としてそもそもその気がある

のかどうかを確認させていただきたい。 
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【議長】 

事実関係を整理していただきたい。１つ目は、当初は、人口が張り付くという

前提だったのかどうかということ。２つ目は、そもそも市街化区域を拡大する

ことについての市の考え方はどうなのかという２点について、コメントをいた

だきたい。 

 

【事務局】 

川﨑委員のおっしゃる通り、市街化区域に指定をし、宅地化を進めていくと

いう方針があったことは間違いない。その中で、ゴルフ場開発をする話が上が

り、それから２０年が経って、いわゆる「５点セット」へ移っていった。全体

で１８０ｈａの土地を、保全する区域、農として活用する区域、住宅地化する

区域、鉄道の延伸、西海岸線用地の「５点セット」として整備を進めていくこ

とへシフトしていったわけである。 

ご承知の通り、三崎口駅から三戸にかけて、農地としてはほぼ完成し換地を

待っている状態であり、住宅地化を進める区域にあっては、住宅地にするべく、

現在は事業者が発生土処分場としてその手前の段階での作業を進めているとこ

ろである。 

森として保全すべき区域は、神奈川県が尽力され、現在の形に至っており、

市街化区域から市街化調整区域にしていくという流れになっている。川﨑委員

がおっしゃる通り、これだけの面積が市街化区域から市街化調整区域になると

いうことで、バーターでどこをもらえるのかというのは誰もが考えることであ

る。市長も市街化調整区域が増え、市街化区域が減ることでの人口問題やこれ

からの市の発展について、危惧しているのも事実である。都市計画マスタープ

ランを作る際にも、三崎口駅付近の保留フレームといわれるエリアを対象に、

県へも市街化区域を増やしていきたい旨のアプローチを何度もしたのだが、先

程も説明した通り、県全体では横浜、川崎を含む一部を除いては下降傾向にあ

る中で、三浦市も例外ではなく、今ある土地を有効に使うのが然りであり、「小

網代の森」が逆線引きされるので、別を担保出来ないかといわれても、そもそ

も宅地利用していなかった土地が市街化調整区域になったとしても、心配され

るような状況になるのか、といった厳しい回答もいただいている。 

 

【川﨑委員】 

大体そんなところなのだろうが、市はかつて「人口７万５千人」を掲げ、水道

等への過剰な投資をしてきたために、今日の三浦市民は、神奈川県で２番目に

高い水を飲んでいる。そのツケが市民に強いられていることを踏まえていただ

き、今後の糧としていただきたいと要望する。 

 



 １５

【議長】 

微妙な立場だろうが、鈴木祥一委員からコメントいただけるだろうか。 

 

【鈴木祥一委員】 

昭和４５年にスタートした線引きは、第６回で初めて右肩下がりの都市計画の

取組みになる。人口減少や少子高齢化を受け止め、それぞれの自治体が身の丈

に合った都市計画を進めなければならない。そのベースは、線引きであり、む

やみに拡げて公共投資をするのではなく、やるべきことをしっかりやるという

のが県のマスタープランにも記されている。各都市施設についても、上位計画

に基づいて見極める時期がきており、三浦市でも現実的に、下水道についても

順次見直しをしているし、既に合併浄化槽の方が良いだろうという地域は見直

している。都市計画道路の見直しについても、昨年から皆様と議論していると

ころである。 

 

【土田委員】 

確認したいのだが、市の総合計画にある良好な宅地計画をもって、計画人口に

達するだけの市街化区域はあると考えてよろしいだろうか。 

 

【事務局】 

総合計画に掲げる計画人口に達するだけの市街化区域は充分あると考えてい

る。 

 

【議長】 

先程、小林委員が触れた８ページのフローチャートについて、市と県の役割

に分けて説明していただきたい。 

 

【事務局】 

先程、説明した都市計画説明会は市の役割分担として、市が主催で開催した。

これを基に市から県へバトンタッチし、その後の手続は県が主体となって行う

ものとなる。ただし、図書の閲覧、公述申出の受付、意見書の受付は市の窓口

でも受付けることが可能である。 

 

【議長】 

それは県の仕事を市の窓口で受けることができるということか。 

 

【事務局】 

その通りである。 



 １６

 

【議長】 

都市計画審議会については、県、市が一緒に記載されているが、建前上は、

県が決定し、市に意見を聞くということでよろしいか。 

 

【事務局】 

おっしゃる通りである。 

 

【議長】 

これは報告事項だが、次回県から意見を聞かれるのはいつ頃になるのか。 

 

【事務局】 

現在の予定では、フローチャートの４番目の公聴会は平成２３年の２月頃を

予定している。その後、来春には、県の都市計画審議会を経て意見照会がある

と考えている。 

 

【議長】 

来年の選挙の前くらいだろうか。 

 

【事務局】 

はっきりしたことは申し上げられないが、恐らくその頃だろうと考えている。 

 

 

報告事項２ 高度地区の指定について 

・ 資料に基づき、事務局よりスクリーンを利用し、次の説明を行った。 

 

① 三浦都市計画高度地区計画書について 

・ 三浦都市計画高度地区の計画書は、報告事項２の１ページとなる。 

・ 用途地域ごとの建築物の高さの最高限度については、前回の都市計画審 

議会からの変更はない。 

・ 高度地区は、第１種１２ｍ、第２種１５ｍ、第３種２０ｍとし、用途地 

域ごとに定めている。 

・ 高度地区指定の理由書は、報告事項２の２ページとなる。 

・ 本市では近年、中高層住宅の建設計画の増加により、日影や景観上の理 

由等から、建築物の高さに係る適正化が強く求められてきた。 

・ このような背景の中、平成２１年３月に改定した「三浦市都市計画マス 

タープラン」では、将来都市像を「豊かな自然環境を活かし共生するまち」 
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と定め、良好な住環境を確保するため、建築物の高さに係る適正化を目指 

している。 

・ 都市計画マスタープランでは、土地利用の方針として、良好な市街地環 

境の形成を図るため、建築物の高さ制限が必要とされる地区を抽出し、高 

度地区等の指定を検討することとしている。 

・ 高度地区を指定することのメリットとして、良好な市街地環境の維持や 

まちなみの景観形成に係るルールづくりや良好な住環境や秩序ある都市 

環境の維持保全が期待できる。 

② 三浦都市計画高度地区等指定区域図について 

・ 高度地区指定区域図は、報告事項２の５ページとなる。 

・ 中央の緑色の区域は、既に１０ｍの高さ制限がされている第一種低層住 

居専用地域である。 

・ 青色の区域が高さ制限１２ｍの第１種高度地区である。 

・ オレンジ色の区域は、高さ制限１５ｍの第２種高度地区である。 

・ ピンク色の区域は、高さ制限２０ｍの第３種高度地区である。 

③ 建築物の高さの最高限度（用途地域別一覧表）について 

・ 用途地域ごとの建築物の高さの最高限度一覧は、報告事項２の３ページ 

となる。 

・ 三崎下町、油壺、城ヶ島などの豊かな自然環境や景観を有している三崎 

地区と、２つの鉄道駅を有しており定住人口の増加も図るべき南下浦・初 

声地区とは地域特性が異なることから、同じ用途地域でも三崎地区と三崎 

地区以外の地区では、異なる高さ制限としている地域もある。 

④ 前回との変更点について 

・ 前回の都市計画審議会で提示したものからの変更箇所については、報告 

事項２の１ページ赤書きとなる。 

・ １点目は、新たに「制限の緩和」を追加した。 

・ ２点目は「適用の除外」(2)に工事の継続性及び除外の解除について追加 

した。 

・ また、「適用の除外」(4)に既存不適格建築物の増築について新たに追加 

した。 

⑤ 制限の緩和について 

・ 「制限の緩和」について、前回の都市計画審議会では、行わない予定と 

説明したが、パブリックコメントや都市計画審議会、市議会、関係機関等 

の意見を踏まえ、他都市の事例等を参考に「制限の緩和」を設けた。 

・ 制限の緩和は、市長が三浦市都市計画審議会の意見を聴いた上で許可す 

るものとしている。 

⑥ 適用の除外について 
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・ 「適用の除外」について、前回との変更個所は、スクリーンの赤字部分 

になる。 

・ (2)では、高さ制限の施行日において工事中の建築物について、工事の継 

続性が認められない場合、適用の除外を解除できるものとした。 

・ また、(4)として既存不適格建築物の増築について、新たに市長の許可に 

よる適用の除外対象とした。 

⑦ 運用基準の基本方針について 

・ 運用基準の基本方針について、この基準は、制限の緩和や適用の除外に 

おける許可申請に際して、審査基準としての性格を有するものである。 

・ また、定性的な基準に関しては、三浦市都市計画マスタープラン及び三 

浦市まちづくり条例等の趣旨に照らした総合的な見地より運用すること 

とした。 

⑧ 制限の緩和について 

・ 「制限の緩和」について、三浦市まちづくり条例による「地区まちづく 

り計画」との関係では、「地区まちづくり計画」で定められた最高限度が 

高度地区の制限の緩和による最高限度より低い場合は、「地区まちづくり 

計画」で定められた高さが、その地区の高さの最高限度となる。 

・ 制限の緩和については、計画書の中では「公益上必要な建築物」又は「建 

築物の用途上及び周囲の状況によりやむを得ない建築物」としており、運 

用基準において、「建築物の用途上及び周囲の状況によりやむを得ない建 

築物」をアからオまで定めている。 

⑨ 公益上必要な建築物について 

・ １つ目の「公益上必要な建築物」については、運用基準案では２ページ 

となる。 

・ 適用区域については、スクリーン上の区域図において赤囲みをし、説明 

を行った。 

・ 公益上必要な建築物については、市民に対する公共公益サービスの確保 

や生活利便向上の観点から、高さの最高限度を緩和する。 

・ 緩和対象の建築物の最高限度は、第１種高度地区が１２ｍから１５ｍ、 

第２種高度地区が１５ｍから２０ｍ、第３種高度地区が２０ｍから３１ｍ 

となる。 

・ 具体的な対象建築物は、大きく３点で(ｱ)「建築物の延べ面積の過半を、 

国又は地方公共団体が所有又は維持管理する建築物」、(ｲ)「学校の用に供 

する建築物」、(ｳ)「病院の用に供する建築物」である。 

・ 適用対象(ｱ)については、「民間活力の導入」を視野に入れ、公共団体の 

所有又は維持管理が延べ面積の過半であれば、緩和の対象とした。 

・ 許可要件については、定性的な要件とし、（ｱ）周辺の街並み景観や自然 
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景観への配慮、(ｲ)周囲の環境に適した公開空地や緑地等の確保、(ｳ)建築 

物の規模・用途に応じた駐車・駐輪施設の確保を行うこととしている。 

⑩ 建築物の用途上及び周囲の状況によりやむを得ない建築物について 

・ ２点目は、「建築物の用途上及び周囲の状況により建築物」で、ここでは、 

制限の緩和対象を更に５つに分類している。 

⑪ 既存不適格建築物の建替えを行う建築物について 

・ １つ目は、「既存不適格建築物の建替えを行う建築物」で、運用基準案で 

は３ページとなる。 

・ これまでは、既存不適格建築物については、適用の除外や制限の緩和の 

対象としていなかったが、都市計画審議会の意見を踏まえ、生活権の確保 

等の観点から緩和の対象としたものである。 

・ 適用区域については、建築物の高さの最高限度指定区域全域になる。 

・ 適用対象は、主たる用途が共同住宅で、高さ制限の基準に適合させるこ 

とを原則としているが、基準への適合が極めて困難で、基準に適合させる 

ことにより、建替え前に享受していた居住環境が著しく損なわれると認め 

られる場合としている。 

・ 緩和に際しては、既存建築物ありきではなく、居住環境を維持するため、 

既存建築物の高さを超えない範囲において、最小限必要な階数を確保する 

ために必要な高さを上乗せできるものとした。 

・ 許可要件は、定性的な要件として、周辺の街並みへの調和や、農地に隣 

接する場合の農業活動への配慮、敷地内での駐車場等の確保を求めている。 

・ 定量的な要件としては、建替え前の敷地面積を下回らず、建築後の延べ 

面積が建替え前の１．２倍を超えないこと、さらに、敷地面積や上乗せす 

る高さに対応した面積の公開空地や緑地等を確保することとしている。 

⑫ 市街地環境の向上に寄与する建築物について 

・ ２つ目は、「市街地環境の向上に寄与する建築物」で、運用基準案４ペー 

ジとなる。 

・ 適用区域は、南下浦・初声地区である。 

・ 三崎地区以外のこの２地区は、２つの鉄道駅を有していることから、定 

住人口の増加も図るべき地区とし現況の土地利用も十分考慮した高さ制 

限を定める地区とした。 

・ 適用対象は、計画的な市街地整備の促進に寄与し、一定の規模を有した 

敷地において有効な空地を有するなど、市街地環境の向上に貢献するもの 

である。 

・ 緩和対象の建築物の最高限度は、第２種高度地区が１５ｍから２０ｍ、 

第３種高度地区が２０ｍから３１ｍとなる。 

・ 許可要件は、定性的な要件として、魅力的な街並み形成への寄与や、周 
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辺との調和、農業活動への配慮、商業系については、敷地内駐車場の確保 

を求めている。 

・ 定量的な要件としては、敷地面積を住居系３０００㎡、商業系１０００ 

㎡以上、前面道路の幅員を、住居系６ｍ以上、商業系８ｍ以上、空地率を 

住居系６０％以上、商業系４０％以上、公開空地率を、住居系４０％以上、 

商業系３０％以上、住居系については、必要な駐車場等の確保としている。 

・ なお、公開空地については、一般的な歩道状公開空地及び広場状公開空 

地に加えて、事業者の様々な工夫に対応できるよう、公開空地に準ずる空 

地等として、周辺環境の向上や地域の活性化に寄与すると認められる内部 

空間空地及び施設や、自然環境等の保全空地として、敷地内において、既 

存の地形や自然植生を改変することなく、景観や豊かな自然環境の保全に 

寄与する場合を定義し、緩和の対象地区に応じて許可要件としている。 

⑬ 定住人口及び交流人口の増加に寄与する建築物について 

・ ３つ目は、「定住人口及び交流人口の増加に寄与する建築物」で、運用基 

準案では６ページとなる。 

・ 適用区域は、三崎地区の第一種中高層住居専用地域、第一種住居地域、 

第二種住居地域、商業地域である。ただし、商業地域の共同住宅は適用外 

とする。 

・ 本地区は、都市計画マスタープランの中で、三崎下町の密集市街地の改 

善や住環境の改善を図り、定住人口の増加を図る地域と位置付けられてい 

る。 

・ また、商業や観光資源を集積し活用するなど、商業と観光の中心地とし 

て、交流人口の更なる増加を図る地域と位置付けられている。 

・ 適用対象は、住居機能の確保、就業人口の増加、集客力の向上により地 

域の活性化に寄与する建築物である。 

・ 緩和対象の建築物の最高限度は、第１種高度地区が１２ｍから１５ｍ、 

第２種高度地区が１５ｍから２０ｍとなる。 

・ 許可要件は、定性的な要件として、街並み形成への寄与や、周辺との調 

和、農業活動への配慮、公開空地等の確保、商業系については、敷地内で 

駐車場の確保を求めている。 

・ 定量的な要件としては、住宅系における駐車場の確保や、緩和の目的を 

定住人口や交流人口の増加としていることから、住宅戸数７０戸以上の共 

同住宅又は延べ面積４０００㎡以上の商業・業務系施設や観光関連施設及 

びこれらの複合施設としている。 

・ なお、緩和要件では、三崎地区の地形的条件や自然環境などから、空地 

等の確保については、定性的な要件に留めている。 

⑭ 駅周辺地区における商業機能の活性化に寄与する建築物について 
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・ ４つ目は、「駅周辺地区における商業機能の活性化に寄与する建築物」で、 

運用基準案では７ページとなる。 

・ 適用区域は、鉄道駅を中心に概ね半径３００ｍの円内の区域である。 

・ 三崎口駅、三浦海岸駅は都市計画マスタープランで鉄道駅周辺を地域活 

性化ゾーンとして位置付け定住人口の増加を図る地域と位置付けられて 

いる。 

・ 適用対象は、賑わい・もてなしの演出、就業人口の増加、及び居住機能 

の確保等、駅を拠点とした地域の活性化に寄与する建築物である。 

・ 緩和対象の建築物の最高限度は、第２種高度地区が１５ｍから２０ｍ、 

第３種高度地区が２０ｍから２５ｍとなる。 

・ 許可要件は、定性的な要件として、街並み形成への寄与や、周辺との調 

和、農業活動への配慮、商業系については、敷地内駐車場の確保を求めて 

いる。 

・ 定量的な要件としては、敷地面積を５００㎡以上、用途として、低層部 

商業系、中上層部共同住宅、空地率を、住居系５０％以上、商業系３０％ 

以上、公開空地率を住居系３０％以上、商業系２０％以上、住居系につい 

ては駐車場の確保としている。 

・ なお、駅周辺においては、一団のまとまった敷地を確保することが比較 

的困難であること等から最低敷地面積を５００㎡とし、空地率及び公開空 

地率についても、許可要件を低く設定している。 

⑮ 工業地域又は準工業地域において建築する建築物について 

・ ５つ目は、「工業地域又は準工業地域において建築する建築物」で、運用 

基準案では９ページとなる。 

・ 適用区域は、工業地域、準工業地域である。 

・ 三崎下町・城ヶ島周辺は都市計画マスタープランにおいて、地域活性化 

ゾーンとして新たな産業の立地促進を図る地域と位置付けられている。 

・ 適用対象は、工業地域又は準工業地域内における住宅等以外の建築物で 

ある。 

・ 緩和後の建築物の最高限度は、主要な観光施設、観光拠点及び遊覧船等 

からの視点において、建築物の最高の高さが背景となる台地等の稜線より 

低くなることである。 

・ なお、二町谷地区においては高さの最高限度を３１ｍまで緩和する。 

・ 高さの基準は、スクリーンの図のように主要な視点場から当該地域周辺 

の高台及び城ヶ島台地部の稜線を妨げない高さとして設定するものとす 

る。 

・ また、主要な視点場は、三崎下町地区にあっては主に城ヶ島、城ヶ島に 

あっては主に三崎下町地区において別途、市長が選定するものとする。 



 ２２

・ 許可要件については、工業の集積や新たな産業の立地を促進し、就業人 

口の増加に寄与するもの、商業や観光の活用による集客力の向上により、市街

地の活性化に寄与するもの、周辺との調和、敷地内駐車場の確保、公開空地等

の確保、視点場からの景観シミュレーションを求めている。 

⑯ 三崎下町地区⇒城ヶ島（シミュレーション）について 

・ 視点場からの景観シミュレーションについて、実際の写真を用いて説明 

した。 

・ 三崎下町から城ヶ島を見た写真である。 

・ 写真の左端、空と城ヶ島の稜線に沿って城ヶ島大橋の赤い桁が見える。 

・ 現在、城ヶ島には島の台地部分より高い建築物はない。 

・ 城ヶ島の台地は、概ね標高３０ｍ程度である。 

・ 次に城ヶ島に建築物を建てた際のイメージ写真である。 

・ この建築物は稜線を超えていないため高さの基準を満たすが、右の建築物

は稜線を超えているため、高さの基準を満たさない。 

⑰ 城ヶ島⇒三崎下町地区（シミュレーション）について 

・ 続いて、県立城ヶ島公園から三崎下町を見た写真である。 

・ 次に三崎下町地区に建築物を建てた際のイメージ写真である。 

・ この建築物は稜線を超えていないため高さの基準を満たすが、右の建築 

物は稜線を超えているため高さの基準を満たさない。 

⑱ 二町谷地区について 

・ 運用基準案では１０ページとなる。 

・ 二町谷地区だが、この地区は公有水面埋め立てにより確保された土地で 

あり、今後の土地利用やその重要性を考慮して、市長が特に重要と認めら 

れるものについては、建築物の高さの最高限度を３１ｍまで緩和できるも 

のとする。 

⑲ 適用の除外について 

・ 適用の除外については、運用基準案では１１ページとなる。 

・ 計画書に記載している「現に建築工事中」の定義は、ア．建築基準法に 

基づく建築確認通知書を受けていること、イ．建築物本体の杭打ち又は根 

切り工事に着手していること、ウ．施行計画書等により工事の工程及び継 

続性を確認できることとしている。 

・ 工事の着手の定義については、建築物本体の杭打ち又は根切り工事に着 

手していることの判例があるが、ここでは、さらに高度地区指定前の計画 

性のない駆け込み工事や見切り発車的な工事着手に対処するため、工事の 

継続性を適用除外の要件としている。 

・ また、工事が継続して行われていない場合は適用の除外を解除できるも 

のとし、その判断基準は、ア．変更施行計画書等の提出がないまま、連続し 
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て２ヶ月以上工事が中断している場合、イ．期間の中間日において、予定さ 

れた期間内での完成が明らかに不可能と判断できる場合、ウ．告示の日から 

２年を経過した時点で、建築中に建物の高さが基準となる高さの最高限度 

に達していない場合としている。 

・ 既存不適格建築物の増築における適用除外の要件である市街地環境の維 

持に支障がないと認められるものについては、ア．色彩やデザインなど、周 

辺の街並みに調和したものであること、イ．農地に近接する場合、農業活動 

への影響に配慮していること、ウ．敷地内において、必要な駐車場を整備し 

ていることとした。 

⑳ 高さ制限一覧について 

・ 三浦市全域について、風致地区指定による高さ制限を含め、高度地区の 

指定による高さ制限がどのようになるのかを図を用いて説明した。 

・ 水色の地区は、第一種風致地区で８ｍに制限されている。 

・ 緑色の地区は、第一種低層住居専用地域で１０ｍに制限されている。 

・ 青色の地区は、第一種高度地区で１２ｍの制限となる。 

・ オレンジ色の地区は、第四種風致地区、１５ｍに制限されている。後か 

ら表示したオレンジ色の地区は、第二種高度地区として、１５ｍの制限と 

なる。 

・ 赤色の地区は、第三種高度地区と三崎口駅東地区計画の区域で２０ｍの 

制限となる。 21 制限の緩和を適用した場合の高さについて 

・ 制限の緩和後の高さ制限の一覧を説明する。 

・ スクリーン上に示している区域図は、前の画面で示した制限一覧である。 

・ これに制限の緩和を適用した場合の高さ制限を示す。 

・ 公益上必要な建築物は、高さの最高限度指定区域全域を対象として、第 

１種高度地区が１２ｍから１５ｍ、第２種高度地区が１５ｍから２０ｍ、 

第３種高度地区が２０ｍから３１ｍへの緩和となる。 

・ 次に、既存不適格建築物の建替えについては、原則は高さの制限の基準 

に適合させることとするが、最大で既存の高さまでは緩和対象となる。 

・ 市街地環境の向上に寄与する建築物は、三崎地区以外の南下浦・初声地 

区を対象とし、第２種高度地区が１５ｍから２０ｍ、第３種高度地区が２ 

０ｍから３１ｍへの緩和となる。 

・ 定住人口及び交流人口の増加に寄与する建築物は、工業系を除く三崎地 

区を対象とし、第１種高度地区が１２ｍから１５ｍ、第２種高度地区が１ 

５ｍから２０ｍへの緩和となる。 

・ 駅周辺地区における商業機能の活性化に寄与する建築物は、三浦海岸駅 

及び三崎口駅周辺概ね３００ｍの区域を対象とし、第２種高度地区が１５ｍか
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ら２０ｍ、第３種高度地区が２０ｍから２５ｍへの緩和となる。 

・ 工業地域又は準工業地域において建築する建築物については、三崎地区 

の工業地域及び準工業地域を対象とし、城ヶ島をはじめとする周辺の台地 

の稜線を妨げないことを緩和の上限とする。 

・ なお、特例として、二町谷地区については、市長が必要と認めた場合、 

３１ｍまでの緩和となる。 

・ こちらが基本となる高さ制限と緩和適用の場合の高さ制限の比較になる。 

・ スクリーン中央部の凡例の通り、水色の地区が８ｍ、緑色の地区が１０ 

ｍ、青色の地区が１２ｍ、オレンジ色の地区が１５ｍ、赤色の地区が２０ 

ｍ、紫色の地区が３１ｍである。 

・ なお、ピンク色の城ヶ島北側と三崎下町地区は、周辺の台地の稜線を妨 

げない高さとなる。 22 制限の緩和に対する許可手続きの流れについて 

・ 制限の緩和に対する許可手続きの流れについては、運用基準案では１２ 

ページとなる。 

・ 制限の緩和を受けるためには、「事前相談書」により関係法令等との調整 

や計画内容の協議調整を行う。 

・ その後、「許可申請書」に基づいて、市長が都市計画審議会の意見を聴取 

した上で、審査を行い、許可・不許可の決定後に通知を行う。 23 今後のスケジュールについて 

・ 今後のスケジュールは、説明した最終案について、これから意見を頂き、 

概ね了承いただければ、１２月の第４回三浦市議会定例会都市厚生常任委 

員会での報告後、都市計画説明会や県との原案協議、案の縦覧等を行い、 

平成２３年２月開催予定の平成２２年度第３回都市計画審議会の議案と 

して付議したいと考えている。 

 

・ 事務局からの説明後、次の質疑応答があった。 

 

 

【議長】 

 短い間に精密なものを作ったことは、頑張ったと思う。 

ただ、よく読めば分かるが、もう少し分かりやすい追加資料であればよかった。

今後の課題としていただきたい。 

 

【川﨑委員】 

 稜線との関係は、どこの場所に立っているかによって目線が違ってくる。例

えば、地面からか、岸壁の上からか、それとも船着場の下から見るのかによっ
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て、微妙に違ってくる。また、水面から何ｍくらいから見るのかによっても、

大分高さが違ってくる。 

 

【事務局】 

 地面からというわけではなく、一般の方の目線の高さを考えている。視点場

については、おっしゃるとおり場所によって違ってくるので、まだ、具体的に

どこを視点場とするかは今の段階では細かく決めていないが、観光に来られた

方の視点、人が多く集まるところ、そういうところからの視点場を何箇所か今

後決めてそこから見た絵ということで、考えていくつもりである。 

 

【川﨑委員】 

 それによって大分違ってしまう。今ストップしている城ヶ島大橋の両側にあ

った開発計画の建物の場合も、見るところによっては変わってくる。「橋より高

くない」とか「橋より低い」という表現のほうが、一般的には分かり易いので

はないかと思うがいかがだろうか。 

 

【事務局】 

 城ヶ島大橋は、市として重要な観光資源である。城ヶ島大橋を一番良く見え

るところから見た場合にそれが遮られるような高さは当然認められない。そう

いう場所を、視点場として選定するつもりである。 

 

【川﨑委員】 

 今の基準では、城ヶ島大橋より高い建物は、見る場所によっては、許可にな

らないということか。あの時も地元の人との話で「城ヶ島大橋より高い建物は

合わない」という話が出た。 

 

【事務局】 

「稜線」や「台地」という言い方をしたが、当然城ヶ島大橋も考えており、

橋面は２１ｍ程度である。 

 

【議長】 

議論の前提が若干ずれている。 

まず、工業・準工業は１５ｍの高さ制限が原則である。しかし、工業のために

必要な建築物の場合は、高さを緩和することがある。それは、あくまでも特例

の場合であり、その時に、どこまでどういう視点で緩和するのかということで

ある。 
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【川﨑委員】 

 角度及び建物の位置によって変わってしまう。取り方が難しいので、基準を

決めたほうがよいのではないか。 

 

【議長】 

 これから基準を決めるのである。見る場所をこれから市長が決めるとしてい

るので、視点場はどの様な場所がいいのかは、むしろご意見をいただきたい。 

 

【川﨑委員】 

 場所によって違うのだから、だれが見ても納得するような場所を視点場にし

ていただきたい。 

 

【議長】 

 今日の資料では、「別途市長が選定する」としている。 

 

【草間委員】 

 これまで、何回か報告を受けているが、もう既に高さ制限をかけるという前

提の話で進んでしまっている。自分自身、三浦市の状況を考えると高さ制限を

急いでかける必要はないと思っている。また、他市によっては一部の地域を先

にかけ、状況を見てから、次に全域にかけていくという例もある。三浦市の場

合は、財政が厳しく、定住人口が欲しい。開発での様々な問題、景観が良くな

るということでどんどん進んでいると思うが、景観を守るためにまず、三崎地

区だけに高度地区を指定し、その後、全域の開発状況を見ながら指定を行って

いくという案を、市のほうは最初から持っていないのか、それとも最初から全

域で行うという考えなのか。 

 

【事務局】 

 三崎地区と三崎地区以外では、地域特性が違うということもあり、分けて考

えるという案もなかったわけではない。他都市で、部分的に指定するというこ

とでは、観光地やランドマークがある場所で、非常に狭い範囲で高度をかけて

いるということもある。三浦市が、特殊なのは、同じ用途地域でも三崎地区と

それ以外の地区では高さを変えているというところである。例えば「住宅系用

途だけ、高さ制限をかける」というやり方で指定している都市はあるが、同じ

用途地域でありながら、片方の地区だけ指定して、もう片方の地区は指定して

いないというのは、様々な面で問題があるのではないかと考えている。 

 地域特性を踏まえて、高さをそれぞれ変えているので、今回の高さ制限につ

いては、市内の市街化区域全域にかけることがベストであると事務局としては
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考えている。 

 

【草間委員】 

 利用されていない開発地域があるということを危惧する。開発されていない

ために、市街化区域が増やせないということがある。高さ規制を指定すると開

発しようとする企業にとっては、デメリットがあると思う。出来れば、三崎地

区とそれ以外を区別していることを踏まえた中で、定住人口が増えそうな地域

については、しばらく状況を見て、その状況を含めて話し合っていったほうが

よいのではないか。 

 

【議長】 

 「急ぐことはないのではないか」や「場所を限定してからスタートするべき

ではないか」ということについて、意見はないか。 

 

【星野委員】 

 今の時点で、高度地区制限を指定するのは重要だと思う。昨年度、この都市

計画審議会で都市計画道路の見直しを行い、数本の路線について、廃止した。

その結果、端的には、三崎地区の都市計画道路で幅員を広げたいとしていたも

のがなくなったため、現状のまま固定されることになった。三崎地区は密集市

街地であり、しかも傾斜地である。また、道路の幅員も狭く今後も幅員が広が

らないということを考えると、景観上の問題だけではなく、安全上の問題、生

活環境上の問題、それらが無視できない。例えば高い建物が建つと、裏側は陽

が当たらない。万一火事がおきると救助活動、非難活動が困難となる。こうい

った状況の中で、安全性を確保することや、環境の悪化を阻止するところから

高さを制限する必要がある。 

 

【小林委員】 

 理由書(案）の下から３行目のところで、なぜ高度地区を指定するのかが書か

れているが、星野委員が言われたように、「都市の安全」についても考えて高度

地区が必要ではないか。できるだけ低い高さに抑えることが今後の三浦、三崎

にとって必要なのではないかと思う。また、人口論については、高さだけでな

く、雇用の問題、福祉の問題などまちづくり全体の問題であると考える。 

 

【議長】 

 都市マスタープランの策定時の委員長もしていたので、その時の経緯をお話

したい。都市マスタープランのなかで、最終的に高度地区についてはできるだ

け早く検討すべきであると書かれている。その理由としては、星野委員がおっ
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しゃったこともあるが、三浦市が将来において他の都市と都市間競争をしてい

って優位性を確保していくためには、この「ゆったりした独特の雰囲気」を守

っていくということが、基調ではないかという考え方である。今の制度のよう

に、一般ルールの中で、ほとんど野放しで超高層のようなものが建築されてい

くのは三浦市では問題である。そのようなものを一切排除するということでは

なく、きちんとコントロールされ、良いものは建築されていくということが必

要である。高度地区を指定することは、マスタープランの方向付けを着実に実

行することになるのだと考えられる。 

 

【鈴木明委員】 

 商業振興の立場から言うと、都市計画によって産業活動に影響がでるような

ものは、この厳しい時代の中で、特に三浦の産業振興再活性化というものを市

の柱として取り上げている以上、足かせになるかたちのものはいかがなものか

と思う。今回、制限の緩和のなかで工業系及び商業系について、若干の緩和を

いただいた。むやみに街並みの「景観を壊してまで高い建築物をつくれ」とか、

「工場の生産だけを考えて建築物を認めろ」というつもりはないが、ある一定

の業種が成り立つためには一定規模のものが必要となってくる。その中には、

業種業態によっては制限された高さの中ではできない業種も出てくる。そのよ

うな場合に、その建築物を排除してしまうと、三浦の新しい産業の集積への可

能性を消してしまうということになるので、是非ご配慮をお願いしたいと申し

上げてきた。観光的な視点からいうと、必ずしも高さだけが観光振興に直接つ

ながるとは考えていない。全体の街並み、景観そのものは高さだけでなくデザ

インや建築物の保存等も含めて支援をすすめるべきと考える。下町については、

会議所の建築物をご存知だと思うが、４０年も前に建った建築物で、建替えも

考えないといけない状態である。地元の方々からは、大震災を想定した時の避

難所として使えるものを会議所の建築物として持って欲しいという話しもあっ

た。関東大震災当時の津波の高さを考えたときに、１５ｍ程度の建築物で大丈

夫なのかというところも考え、「防災」や「安全」という視点での公益性につい

ても配慮した建築物については、高さ制限を少し緩和してはどうか。 

 

【事務局】 

 高度地区を指定した場合に、地区計画の高さが定められていれば、地区計画

が優先される。ご心配いただいたような今の緩和でも足りないような高さの建

物となると、規模的にも、周辺の環境等を考えても、地区計画の中で建築して

いただくべきものと考える。二町谷については、既に地区計画がかかっている

が、今の地区計画では高さが定まっていない。高さに対する大きい需要があれ

ば地区計画が前提になると思っている。 
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【議長】 

 地区計画の制度は別途オールマイティーのようなかたちで用意されていると

いうことか。 

 

【土田委員】 

 下町地区の工業・準工業地域の部分だが、住宅・共同住宅等については緩和

の規定がないということで、１５ｍで良いか。また、工業・準工業地域の緩和

については、視点場を設けて行うということでよいか。 

 

【事務局】 

結構である。 

 

【土田委員】 

 前から言っているとおり、準工業地域及び工業地域に、住宅および共同住宅

が建てられるということが、問題である。高さ制限も大事だが、決められたと

ころは、決められた用途に供するということをしっかりしないといけない。ま

た、工業地域・準工業地域が１５ｍと指定された場合、その裏側にある地域が

１２ｍの高さ制限となる。これは、後背な土地が住宅地であるため、前に壁が

できる状態となる。住宅地と接近していることについてはいかがなものか。こ

ういった部分も十分に整理していかないといけない。 

 この高度地区は、建築物についての高さ制限であるのか。工作物の高さ制限

ではないということで良いか。 

 

【事務局】 

 建築物の高さ制限であり、工作物の高さ制限ではない。 

 

【議長】 

 帯状の地区で１５ｍとなっていることが問題かということか。 

 

【土田委員】 

 問題ということではなく、工業地帯に宅地やマンションが建てられるという

ことが大きな問題である。用途の問題が解消できない中で、高さ制限をかけて

いくことが問題である。 

 既に、画面の稜線をみても右側の白い建物の製氷所は稜線を超えている。 
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【議長】 

 既存不適格建築物であり、そのようなものが次々に出来るのを防ぐというこ

とである。今、土田委員が言った用途の話だが、大変難しい問題である。今の

法律の用途地域の制限では工業、準工業では住宅を建てることもやむを得ない

という形になっている。これを法律改正するという話も議論としてはある。ま

た、方法が無いということではない。「特別用途地区」という制度があり、自治

体が独自の判断で用途制限を加えたりできる制度である、適用しようとすると、

地元の方々が了解しないという問題で使われていない。制度の問題というより

も、いかに地元が了解できる状況をつくるかということにかかっている。市役

所を責めても難しい。 

 

【土田委員】 

 きちんと投げ掛けることをやらないといけない。 

 

【議長】 

 少なくても住宅は１５ｍを超えられない、工業・産業系のものは、１５ｍを

超える特別扱いがあり得るという内容のため、そのことについては、前進して

いる。 

 

【土田議員】 

 工業部分と宅地の部分が混在しているという部分で問題がおきる。住宅部分

が大きければ大きいほど工業部分がそこに張り付いたときに、様々な問題が起

きる。この時にどのようにトラブルを処理していくのか、住宅部分が大きけれ

ば大きいほど、そこに住んでいる人も多くなるのだから、難しくなっていく。

特に用途については、住民の話を良く聞き、そういう動きをしていくべきと考

える。 

 

【議長】 

 行政指導のようなかたちで努力している自治体が増えている。 

 

【小林委員】 

 定量的な部分は良いと思うが、定性的なものについては、どのように許可基

準として運用するのか。「稜線」についても、木を切ったら稜線が変わってしま

う、そういう幼稚な議論で許可基準が変わってしまうことは良いのか。定性的

なものについては、許可基準となりえるのか。 
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【議長】 

 具体的には稜線についてのことか。その他にはどのようなことか。 

 

【小林委員】 

６ページの許可要件 a～ｄまでの定性的な部分をどのように捉えるのか。許可

基準になりえるのかどうか。 

 

【事務局】 

 非常に難しい問題だと思う。この基準を作るにあたり、県内含め他都市につ

いても参考にさせていただいた。その中で、横浜市が定性的な要件もあり、定

量的なもののしばりになっていると理解した。文章については、他都市を参考

とし、三浦市なりにアレンジさせていただいた。今後、さらに運用基準の下と

して、定性的で漠然と記した部分は、ある程度判断の基準を細かくつめていけ

る部分についてはつめていこうと考えている。事務局の中で内部基準を作って

そこで判断できないものについては、都市計画審議会でご意見をいただき市長

が判断をすることとする。あまり細かく決めてしまうと、今後民間の活力で様々

な案が出た時に、対応できない場合も出てくるので、ガチガチに決められるも

のではないと考えており、必ずしも決めることが良いとは考えていない。 

 

【小林委員】 

 工業・商業地域系で、住居及び共同住宅等以外は適用除外ということだが、

例えば、介護施設、高齢者専用賃貸施設、有料老人ホームについて、形態とし

ては、住宅系なのかと思うが、住宅及び共同住宅等の「等」の中に入るという

ことで良いのか。 

 

【事務局】 

 住宅及び共同住宅等の「等」については、その建物の計画内容によりケース

バイケースで判断させていただく場合もあるが、今のところ、それらの施設に

ついては「等」に入ると考えている。 

 

【小林委員】 

 共同住宅等の「等」に入るから、緩和にはならないということでよいか。 

 

【川﨑委員】 

 準工業地域に既に老人ホームができているが、今後そういうものについては

１５ｍ以上はダメということか。 
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【小林委員】 

 具体的に三浦海岸駅前という設定をして考えると、４ページの「イ 市街地

環境の向上に寄与する建築物」、７ページの「エ 駅周辺地区における商業機能

の活性化に寄与する建築物」の２つの緩和規定が当てはまる。駅の周辺３００

ｍの円内の区域であっても、「イの市街地環境の向上に寄与する建築物」だと３

１ｍまで良いということか。それとも、駅周辺の３００ｍ以内だから緩和の高

さが２５ｍまでということか。イとエの関係については、｢ＯＲ」か「ＡＮＤ」

のどちらか。 

 

【事務局】 

「ＯＲ」である。敷地の規模で考えると、イについては敷地の規模が比較的大

きいものを想定しており、エについては、駅周辺のため、大きい敷地が取りに

くいだろうということで、敷地面積の最低限度を５００㎡以上とし、緩和の高

さは低めの２５ｍと設定した。 

 

【議長】 

 高さ制限を緩和しても良いが、政策や目的別に定めがあり、いずれかに合え

ば良いということ。 

 

【小林委員】 

 制限の緩和は、市長が許可したもので都市計画審議会の意見を聴いた上でと

しているが、意見を聞くだけか、それとも諮問されるのか。 

 

【事務局】 

 諮問は考えていない。あくまでも意見聴取と考えている。ただ、都市計画審

議会での意見でダメというものを許可するものは原則的にはないのではないか

と考えている。 

 

【小林委員】 

 都市計画審議会では、賛成反対の意見がでる。諮問だと、そこで賛否が問わ

れるが、意見を聴くだけだと都市計画審議会の意見かどうか分からないのでは

ないかと思う。 

 

【議長】 

 都市計画審議会の意見は、都市計画審議会全体の意見となる。委員の皆さん

の個々の意見はあるが、良いか悪いかの問いに対しては、都市計画審議会の意

見として「適切ではない」「適切である」といった、組織体としての意見として
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取り扱うべきである。 

 

【小林委員】 

 その取り扱う方法としては、何か。諮問されて、都市計画審議会としての意

見とするのか。 

 

【議長】 

 組織として意見を返すのである。 

 

【小林委員】 

では、諮問ではないか。 

 

【議長】 

 意味の違いについては、都市計画法でも「都計審の議を経る」という微妙な

言い方をしている。もう一つの言い方としては、「同意を得る」という言い方で

ある。「同意を得る」については、同意を得ないでやったことは違法になる。だ

が、「意見を聴く」については、意見を聴いたが違う判断をしたことについて、

信義的に問われて訴訟などで不利になることはあるが、少なくとも一連の高度

地区の制度の中では違法ではない。 

 

【星野委員】 

 資料３ページの「建築物の高さの最高限度（用途地域別一覧表）」の建築物の

高さの最高限度については、もう一歩突っ込んで検討してもらいたい。具体的

には、もう少し高さ制限を厳しくしていただきたい。 

 神奈川県下で、１２の市町がすでに高度地区の指定を行っている。本市が行

えば１３番目になるわけだが、他市町の例と比較して、類似の設定というか、

標準的な高さ制限となっている。ところが、三浦市の置かれている状況は標準

的な状況だろうか。そうではないと思う。三崎地区については、他市にはみら

れない密集市街地、街路が狭い、斜面地という状況がある。そして、三崎地区

以外の地区はマスタープランで「自然との共生をはかる」との大前提が打ち出

されている。そのようなことを絡めて考えると、三崎地区については、工業地

域は高さ制限１５ｍでも良いと思うが、それ以外の地域、つまり第２種住居地

域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域については、もっと厳しくても良い。

本来は厳しくあってしかるべきだと考える。工業地域にも住宅が建つではない

かとのご指摘はそのとおりであるが、工業地域については工業のための場所だ

という前提で、１５ｍが目安で良いと思う。しかし、準工業地域については、

職住混合というのが前提なので、「工業」と名前が付きながらも、実は住居系の
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地域なのである。商業系の地域についても、近隣商業地域というのは正にそこ

に人が住みながら商売をする、あるいは、周りに住んでいる人のための商業地

なのである。商業地域は、本来、デパートやオフィスビルなどが建ち並ぶ場所

であるが、三崎地区の商業地域はそういう性質の土地ではない。したがって、

３ページの黄色の上４つの部分は、いずれも人が住んでいる土地として、健康

や安全を守ることが最優先されなければならない。そうすると、上に合わせて

１２ｍの最高限度が考えられてしかるべきではないかと思う。それから、三崎

地区以外の地区については、第２種住居地域、近隣商業地域は２０ｍ制限にす

るとされているが、今言ったように基本的には居住と深くかかわる場所である

から、ゆったりとした環境の中で生きていくということが、三浦市の将来方向

として適切なのではないか。最後に、上３つの第１種中高層住居専用地域、第

１種住居地域、第２種住居地域は言うまでもなく住居系の場所であるので、そ

れに即して対処すべきである。都市計画は一度決まるとその後変更はなかなか

難しいので、最初にきちんとつくる必要があるということである。 

 

【議長】 

 もっと厳しくすべきであるというご意見ということだろうか。他にご発言は

あるだろうか。 

 

【草間委員】 

 今、星野委員が言われたように、高さ規制でゆったりしたという考えもある

が、建蔽率等を見直した中で、狭い敷地で密集した宅地が建築されるのではな

く、広い敷地に家が建って、隣りとがあまりくっついていないような景観が必

要だと思う。一人一人景観に対しての考え方は違うので、隣に２階が建っても

嫌な人は嫌であり、３階が建っても良い人は良いのである。高さを抑えたから

ゆったりとした地域とは、一概に言えないのではないか。 

 

【星野委員】 

 三崎地区と三崎地区以外に分けて、考えたいと思う。三崎地区については、

前にも発言したとおり、現状の道路の幅員がほぼ固定されていて動かない。敷

地規模も小さいので、高い建物はふさわしくない。三崎地区以外の場所につい

ても、大きな建物を建てて周りに空地をとったら良いとの考えもあるが、高い

建物をつくるためには道路等都市基盤の広範な整備が必要なのであって、そこ

のところだけ空地が出来るから良いということでは済まないのだ。 

 

【議長】 

 ２つお願いがある。１点目は、運用基準の中で細かい数値があるが、この数
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値が本当に妥当かどうか、具体的な設計等を審査しながら、シミュレーション

するくらいのことをしないと、この数値で良いのかということは出てこない。

他の都市でやってはいるのだが、今後具体事例を積み重ねて出来るだけ早い時

期に妥当かどうかもう一度きちんと振り返り、考えるチャンスをつくるべきだ

と思う。 

２点目は、公開空地についてである。高さを緩和するときに、３０年以上前、

昔の建設省が総合設計の制度をつくり、自分の敷地でありながら、一般の人に

開放する公開空地という概念を出した。公園が不足しているので、高い建築物

や高容積の建築物を建てる時には、敷地の中で、一般公開の土地を作ってくだ

さいとした。それが、今や公開空地至上主義のようになってしまい、緩和する

ときは、なんでも公開空地をつくればいい、或いはつくらなければならないと

なってきている。それについては、場所によって公開空地の意味がなかったり、

他のことが必要だったりするので、もっと弾力的に考えたほうがよいのではな

いかと思う。１つの例では、横須賀市が高度地区の緩和制度を設けていて、公

開空地を設ければ緩和するとしている。しかし、山の上を切ってマンションを

つくる場合、そこに公開空地をつくり一般公開しても、その団地の人しか使わ

ないプレイロットのようなものとなってしまう。公開空地の趣旨は、一般市街

地の中で歩道が狭いところで歩道のようなオープンスペースをとって歩道を強

化するというメリットになるようなものである。場所によって公開空地があま

り機能しない場合もある。既存の緑地をちゃんと保全したほうを評価すべきに

もかかわらず、一般に入れるようにつくれないために、それはほとんど評価に

ならないとなってしまう。道路が行き詰りで車の出入りが非常に困難な場所で、

既存の道路に上手く繋げると周辺の人が車の出入りを出来るようになるといっ

た、非常に良いメリットになるものもある。その場所ごとで周辺の街のあり方

にとって大きなプラスになるものは、積極的に評価し、あまり意味のないもの

については、公開空地至上主義のようにはやらないほうが良いと思っている。

そういう意味でも、運用基準にある「公開空地に準ずる空地」という規定につ

いては、その様な趣旨が書かれているのだと思う。ただし、２分の１を限度と

するという規定は具体的な意味はないのではないかとも考えられる。これは検

討してほしい。 

他にご発言なければ、２時間半になったが、報告事項２は、これで終了する。 

 

 

・ ２件の報告事項終了後、議長が報告事項の終了を宣言した。 

 

 

・ 引き続き、事務局（都市部加藤部長）より平成２２年度第３回都市計画
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審議会を平成２３年２月頃に開催し、議案として「高度地区の指定」につ

いて、その他に報告事項等を予定していること、併せて、本審議会開催後

の議事録の公開までの期間について、約１カ月後の公開開始を目安として

いるため、委員の皆様への議事録（案）確認を迅速に対応していただきた

い旨の事務連絡を行った後、閉会を宣言し、本審議会を終了した。 

 

 

 


